
○高山市事務用封筒広告取扱要領

平成２１年８月１２日

決裁

（趣旨）

第１条 この要領は、高山市広告掲載要綱（平成２０年１月４日決裁。以下「要綱」という。）に

基づき実施する事務用封筒（以下「封筒」という。）への広告掲載について、必要な事項を定め

るものとする。

（広告の範囲）

第２条 封筒に掲載する広告の範囲は、要綱第４条及び第５条の規定によるものとする。

（封筒の種類、作成枚数等）

第３条 封筒の種類及び作成枚数並びに広告の規格、枠数、場所及び掲載期間及び最低基準料金は、

別表第１のとおりとする。ただし、封筒における行政情報の掲載枠の増減に応じ変更の必要があ

ると市長が認める場合は、この限りでない。

（募集方法）

第４条 広告の募集は、市長が別に定める募集要項に基づき実施し、市ホームページ及び広報紙等

を広く活用し公募で行うものとする。

（掲載の申込）

第５条 広告を掲載しようとする者（以下「申込者」という。）は、高山市事務用封筒広告掲載申

込書（別記様式第１号）に事業概要のわかる書面（パンフレット等）及び掲載しようとする原稿

を添付し、市長に提出するものとする。

２ 申込者は、次の要件を満たしていることを条件とするものとする。

⑴ 高山市内に事業所を有する個人又は法人であること。

⑵ 要綱第５条第１項に規定する業種又は事業者に該当しないものであること。

⑶ 市税の滞納がないこと。

⑷ 暴力団員若しくは暴力団又は暴力団員等と密接な関係を有する者でないこと。

（平２６．８．１・一部改正）

（広告の審査及び資格者の決定）

第６条 市長は、前条の申込書が提出されたときは、要綱第１０条の審査を経て、申込者のうちか

ら広告掲載枠を購入する入札に参加できる資格者（以下「資格者」という。）を決定し、高山市

事務用封筒広告掲載枠購入資格認定（不認定）通知書（別記様式第２号）により通知するものと

する。



（令４．３．７・一部改正）

（広告掲載の疑義）

第７条 前条の審査において、広告掲載の可否に疑義が生じたときは、高山市広告審査委員会に意

見を求めるものとする。

（令４．３．７・追加）

（広告の内容等の変更）

第８条 市長は、第６条の審査において、広告の内容等が各種法令等に違反し、若しくはそのおそ

れがあるとき又は要綱及びこの要領に抵触していると判断したときは、申込者に対して広告の内

容等の変更を求めることができる。

（令４．３．７・追加）

（掲載の決定）

第９条 市長は、資格者のうちから、指名競争入札の方法により広告掲載枠の購入者（以下「広告

主」という。）を決定するものとする。ただし、資格者の数が広告掲載枠数以下のときは、随意

契約の方法により広告主を決定するものとする。

２ 前項の規定により広告主を決定したときは、次条の規定により決定した広告掲載の位置と合わ

せて資格者に通知するものとする。

（令４．３．７・旧第７条繰下）

（掲載の位置）

第１０条 広告掲載の位置は、入札金額の高い順により角形２号封筒については別表第２に掲げる

①から④までの順に、長形３号封筒については別表第３に掲げる①から④までの順に掲載するも

のとする。

２ 入札金額が同額の場合は、くじにより位置を決定するものとする。

（平２２．３．２５・一部改正、令４．３．７・旧第８条繰下）

（掲載料金の納付）

第１１条 広告主は、市長が指定する期日までに広告の完全原稿（版下又は電子データ）を市長に

提出するとともに、市が発行する納付書により広告の掲載料金を納付しなければならない。

（令４．３．７・旧第９条繰下）

（掲載の取消し）

第１２条 市長は、広告主が次の各号のいずれかに該当する場合は、広告掲載の決定を取り消し、

又は掲載した広告を削除することができる。

⑴ 指定する期日までに広告の掲載料金の納付がないとき。



⑵ 指定する期日までに広告の完全原稿（版下又は電子データ）の提出がないとき。

⑶ 第８条の規定による広告の内容等の変更を行わないとき。

⑷ 各種法令等に違反し、若しくはそのおそれがあるとき又は要綱及びこの要領に抵触するとき。

⑸ その他広告掲載が適切でないと市長が認めたとき。

（令４．３．７・旧第１０条繰下・一部改正）

（掲載料金の返還）

第１３条 広告の掲載料金は、返還しない。ただし、広告主の責めに帰さない事由により、広告が

掲載できなかったときは、この限りでない。

（令４．３．７・旧第１１条繰下）

（その他）

第１４条 この要領に定めるもののほか、封筒への広告掲載に関し必要な事項は、市長が別に定め

るものとする。

（令４．３．７・旧第１２条繰下）

附 則

この要領は、決裁の日から施行する。

附 則（平成２２年３月２５日決裁）

この要領は、決裁の日から施行する。

附 則（平成２２年９月３０日決裁）

１ この要領は、平成２２年１０月１日から施行する。

２ この要領の施行の際現に存ずるこの要領による改正前の様式については、この要領による改正

後の規定にかかわらず、平成２３年３月３１日まで使用することができる。

附 則（平成２３年９月５日決裁）

この要領は、決裁の日から施行する。

附 則（平成２６年８月１日決裁）

この要領は、決裁の日から施行する。

附 則（令和３年６月３０日決裁）

この要領は、令和３年７月１日から施行する。

附 則（令和４年３月７日決裁）

この要領は、決裁の日から施行する。

附 則（令和５年１２月２７日決裁）

この要領は、決裁の日から施行する。



附 則（令和６年７月３０日決裁）

この要領は、決裁の日から施行する。

別表第１（第３条関係）

（平２２．３．２５・平２３．９．５・平２６．８．１・令６．７．３０・一部改正）

封筒の種類

角形2号封筒 長形3号封筒

作成枚数 80,000枚 220,000枚

広告の規格 大きさ：縦3.5cm×横10.0cm

印刷色：紺

広告の枠数 4枠

広告の場所 封筒の裏面

広告の掲載期間 市が当該封筒を納品受領した日から当該作成枚数が使用されるまでの期間

（おおむね1年間）

広告の最低基準料金 1枠につき50,000円 1枠につき75,000円











別表第２（第１０条関係）

（令４．３．７・一部改正）

別表第３（第１０条関係）

（平２２．３．２５・追加、令４．３．７・一部改正）

別記様式第１号（第５条関係）

（平２２．９．３０・平２６．８．１・令３．６．３０・令５．１２．２７・一部改正）

別記様式第２号（第６条関係）

（平２２．３．２５・令６．７．３０・一部改正）


